
別紙 

メディア交流館指定管理者仕様書 

 

１ 趣旨 

本仕様書は、荒尾市地域産業交流支援館メディア交流館（以下「メディア交流館」という。）

の指定管理者の公募に当たり、メディア交流館の管理の内容及び履行方法について定めるも

のとする。 

 

２ 対象施設の概要 

建物概要 

竣工時期  平成１１年３月３１日 

開館時期  平成１１年４月１７日 

構造    鉄筋コンクリート 

階数    地上２階建て 

敷地面積  ９５７．２４㎡ 

延床面積  ４７８㎡（建築面積：２６５㎡） 

施設内容  

１階：事務室、ロビー、研修室Ａ、研修室Ｂ（和室）、パソコン室 

２階：多目的ルーム 

屋外：駐車場 ２０台 

    

区  分 面 積 設  備 主 な 用 途 

事務室 １４㎡   

研修室Ａ ４３㎡ 机、イス 会議、研修会など 

研修室Ｂ（和室） ２８㎡ 机 会議、研修会など 

パソコン室 ４３㎡ パソコン、プロジェクター 
パソコン教室、講座な

ど 

多目的ルーム １９２㎡ 音響、演台、パネル 研修会、講演会など 

 

３ 開館時間 

午前９時３０分から午後９時３０分まで 

※ 必要な場合は、開館時間を変更することができます。変更等の提案がある場合は、メ

ディア交流館指定管理者事業計画書（別紙様式１）においてご提案ください。（荒尾市

地域産業交流支援館条例第１３条第２項） 

 

４ 休館日 

毎週月曜日（ただし、月曜日が休日に当たるときは、その翌日が休館日） 

年末年始(１２月２９日から１月３日まで) 

※ 必要な場合は、休館日を変更することができます。変更等の提案がある場合は、メデ

ィア交流館指定管理者事業計画書（別紙様式１）においてご提案ください。（荒尾市地

域産業交流支援館条例第１３条第２項） 

 

 



５ 法令等の遵守 

メディア交流館の管理に当たっては、本仕様書のほか、次に掲げる法令に基づかなければ

ならない。 

①荒尾市地域産業交流支援館条例、同施行規則 

②地方自治法、同施行令、同施行規則ほか行政関係法令 

③荒尾市情報公開条例、荒尾市個人情報保護条例 

④労働基準法、労働安全衛生法ほか労働関係法令 

⑤ビル管理法、同施行規則、水道法、同施行規則、建築基準法、消防法、同施行規 

則、電気事業法その他施設、設備の維持管理又は保守点検に関する法令 

⑥その他 

・ 指定管理者は、施設の使用許可承認等行政処分に相当する権限を行使するとき 

は、荒尾市行政手続条例第２章の規定を遵守すること。 

・ 指定管理業務を行うに当たり作成し、又は取得した文書等は、適正に管理し、５ 

年間保存すること。指定期間を過ぎた後も同様とします。 

・ 指定管理者は、業務の実施に当たっては、省エネルギーの徹底と温室効果ガス 

の排出抑制に努めるとともに、廃棄物の発生抑制、リサイクルの推進、廃棄物の 

適正処理に努めること。 

また、環境負荷の軽減に配慮した物品等の調達（グリーン調達）に努めること。 

 

６ 業務内容 

（１）施設の運営に関すること。 

①施設の貸出し等、管理に関すること。 

ア 利用申請（予約も含む）の受付、利用の許可、利用の取消し等に関する業務 

イ 施設利用者の利便性向上や予約管理業務の効率化を図るため、施設予約システムに

よる予約申請の受付、利用者の登録や登録証の発行等に関する業務を市と協議のもと、

運用実施に努めること。 

②利用料金の徴収等に関すること。 

ア 利用者から利用料金を徴収すること。 

 イ 利用料金の減免については、荒尾市地域産業交流支援館条例及び同施行規則に 

定める使用料の減免の基準により行うこと。なお、荒尾市地域産業交流支援館条例・ 

施行規則に定める基準により行った減免相当額については、後日市から補塡します。 

  ウ 徴収した利用料金等については、報告書を作成すること。書式・記載内容は協定で 

定める。 

③施設利用の相談・案内に関すること。 

ア 利用者が施設を利用するに当たり、必要な指導、助言を行うこと。 

イ 受付業務には、１名以上を配置し、利用者へのサービスに支障なく対応できる人員

体制とすること。 

ウ 利用許可申請に係る事務処理を行うこと。 

エ 各施設利用のための書類及び利用者に対する利用の手引を作成すること。 

 オ 電話での問合せや視察、施設見学等へ対応すること。 

④職員の配置に関すること。 

 ア メディア交流館の管理・運営全般を行う者（館長）を常時１名とその他必要な人員

を配置すること。 

イ 施設の管理に必要な次の資格保有者を配置すること。 

    ・甲種防火管理者 

⑤自主事業に関すること。 



  ア 指定管理者は、自主事業を企画し、実施することができる。なお、施設の利用につ 

いては、自主事業及び市との共催等により関係団体が利用する場合を優先し、荒尾市 

地域産業交流支援館条例施行規則で定める利用許可申請受付期間に先行して予約がで 

きるものとする。 

  イ 実施に当たっては、地域住民、利用者のニーズを把握するとともに、自らが主体的 

に事業を実施するだけでなく、住民、市民活動団体、自治会、事業者等と連携を図る 

など十分な工夫をすること。 

  ウ 自主事業については、事前に市と協議し事業計画書を作成すること。 

・パソコン室を十分に活用できるものをはじめ、地域活動の促進や人材育成につなが 

る事業（平成２７年～２９年度の事業は「メディア交流館自主事業実施状況」のとお

り。） 

・その他、施設の設置目的に沿った事業 

⑥利用統計及び報告に関すること。 

指定管理者は、利用者等について日報を作成し、統計を行い、定期的に報告を行うこと。

書式及び記載内容は協定で定める。 

⑦台風及び地震等の災害時の避難場所開設に関すること。 

  ア メディア交流館は、災害時の避難所として位置付けられているため、適切な対応を

行うこと（休館日を除き、原則、開館時間の午後９時３０分までは指定管理者によ

る対応）。 

  イ 市と協議の上、災害発生時の避難所開設について対応マニュアルを作成すること。 

  ウ 避難所開設時の施設使用料は無償とする。 

⑧選挙時における投票所使用に関すること。 

  ア 市選挙管理委員会から公職選挙法に基づく投票所として使用依頼が行われた際は、 

自主事業を含めその他利用に優先して協力しなければならないものとし、利用予定者 

との連絡調整に必要な措置は指定管理者が行うものとする。 

  イ 投票所として使用する際は、設営時以降、投票時の終日に至るまでは全室利用を禁 

止する。 

  ウ 選挙の際の施設の利用料は、市選挙管理委員会から提示された利用料金とする。 

（２）施設及び設備の維持管理に関すること。 

①保守管理業務 

施設の適正な運営を行うため、次の設備等について保守点検管理を行うこと。なお、詳

細については、別紙「維持管理業務一覧」を参照すること。 

   ア 建築物の保守管理 

     建築物の内外、外構等の日常点検、定期点検等を行い、美観及び安全性の確保に努 

めること。 

   イ 建築設備の保守管理 

     建築設備（空調設備、給排水設備、電気設備等）の日常点検、定期点検等を行い、 

初期の性能を維持すること。 

   ウ 防災設備の保守管理 

     防災設備の日常点検、定期点検を行い、初期の性能を維持すること。 

   エ 自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の保守管理 

     急病人の発生に常時対応できるよう、日常点検及び定期点検を行い、初期の性能を 

維持するとともに、職員の機器取扱いの習熟を図ること。 

②環境維持管理業務 

   ア 施設の環境を維持し、快適な環境を保つため清掃業務を適切に行うこと。 

   イ 床、壁、扉、ガラス、鏡、照明器具、衛生器具等について、場所ごとに日常清掃、 



定期清掃を組み合わせ、ゴミ、埃、汚れ等のない状態を保つこと。 

     ※ 作業に当たっての条件は次のとおりとする。 

      ・日常の清掃業務：週５時間以上 

      ・ワックスのみ ：年１回以上 

      ・総合清掃   ：年１回以上（ワックス含む。） 

      ・２年に１回以上、空調設備の総合清掃（アルミフィンまでの清掃）を行うこと。 

③保安警備業務 

   施設内の秩序を維持し、事故、盗難、破壊等の犯罪並びに火災等の災害発生を警戒・予 

防し、財産の保全と利用者の安全を守るために、保安警備業務を適切に行うこと。 

   ア 地震、火災等の災害発生に対する消防計画書をあらかじめ作成し、定期的な訓練の 

実施等により職員に周知徹底を図ること。 

   イ 事故、盗難等の緊急事態発生に対する対応マニュアルをあらかじめ作成して、職員 

に周知徹底を図ること。 

   ウ 敷地内及び駐車場での災害、事故、犯罪等の発生を未然に防止できるよう、適切な 

管理を行うこと。 

   エ 施設利用者の入退場を適切に管理すること。 

   オ 市が提示する仕様に基づき、機械警備を実施すること。 

④施設の保全業務 

   ア 施設を安全かつ安心して利用できるよう、施設の保全予防に努めること。また、建 

築物や設備等の不具合を発見したときは、速やかに市に報告すること。 

   イ 上記以外の他の館内設備・機器の維持管理については、「維持管理業務一覧」を参 

照のこと。 

⑤設備・備品等の管理業務 

   ア 備品の保守管理 

    ・施設運営に支障を来さないよう備品の管理を行うこと。 

    ・市が定める規程に基づき、備品管理簿により管理を行うこと。 

    ・破損、不具合が発生したときは、速やかに市に報告すること。 

   イ 消耗品 

     施設の運営に支障を来さないよう、必要な消耗品は適宜指定管理者が購入し管理を 

行うこと。 

（３）情報公開に関すること。 

   市民の行政文書の開示を請求する権利を十分尊重し、情報公開に努めること。 

（４）個人情報保護に関すること。 

①メディア交流館の適正な管理運営のため、「個人情報取扱特記事項」を遵守すること。 

②個人情報保護の体制をとり、職員に周知・徹底を図ること。 

（５）利用料金に関すること。 

利用者のニーズに主体的に対応し、公平性の観点から受益者負担を求めるとの考えから

利用料金制を導入する。 

①利用料金の設定 

指定管理者が、利用料金を設定する際は、その理由を添えて書面にて市長に届け出る

こと。 

指定管理者は、利用料金の設定が市長に承認された場合、利用者等に対し速やかに告

知する。指定管理者は、承認された利用料金を適用する最初の利用日までに最低３か月

間の告知期間を設けなければならない。 

②利用料金の管理 

指定管理者は、利用者から徴収した利用料金に関する帳簿を作成し、管理するものと



する。 

（６）その他 

①緊急時対策、防犯・防災対策について、マニュアルを作成し、職員に指導を行うこと。 

②施設の使用に関する要綱の策定について、市長と協議を行うこと。また、要綱を改定す

る場合も同様とする。 

③メディア交流館は、荒尾市防災計画により、避難施設として位置づけられているため、

災害時の使用を妨げないこと。 

④メディア交流館は、選挙の際の投票所として位置付けられているため、選挙時の使用を

妨げないこと。 

 

７ 経費等について 

（１）予算の執行 

予算の執行については、次によること。 

ア 人件費 

    館長、その他の職員の給与等は、申請団体からの予算提案額に定めた額で執行する。 

イ 事務費（旅費、消耗品費、通信費、備品購入費等） 

旅費、消耗品費、通信費、備品購入費等の費用については、申請団体からの予算提

案額に定めた額で執行する。 

ウ 事業費（自主事業費等） 

    自主事業費については、申請団体からの予算提案額に定めた額で執行する。 

エ 管理費 

１） 電気、ガス及び上下水道料金については、申請団体からの予算提案額に定めた額 

で執行する。 

  なお、電気については、「有明エナジー株式会社」からの電力調達を受けるものと

する。 

２） 清掃費、機械警備費、設備保全費（冷暖房設備、消防設備、電気設備等）、害虫

駆除料、設備巡視点検料等については、申請団体からの予算提案額に定めた額で執

行する。 

３） 修繕費は、１件１０万円未満を対象とし、年間２０万円以内で執行し、年度末清 

算とする。ただし、指定管理期間終了後の買取りは求めないことを条件に、市との 

協議に基づき執行する場合はこの限りでない。 

オ 事務経費（労務、経理、契約等の事務に要する経費） 

（２）事業報告 

会計年度終了後、３０日以内に事業の報告を行うこと。 

（３）経理規程 

指定管理者は経理規程を策定し、経理事務を行うこと。 

（４）立入検査について 

市は必要に応じて、施設、物品、各種帳簿等の現地検査を行うこととする。 

 

８ 物品の帰属等 

（１）市が、指定管理者に対して指定管理料により物品を購入させるときは、購入後の物品は

市の所有に属するものとする。 

（２）指定管理者は、市の所有に属する物品については、荒尾市物品会計規則及び関係例規の

管理の原則及び分類に基づいて行うものとする。また、指定管理者は同規則に定められた

物品整理簿を備えてその保管に係る物品を整理し、購入及び廃棄等の異動について定期的

に市に報告しなければならない。 



（３）指定管理者は、業務において使用する市の所有に属する物品については、荒尾市物品会

計規則第３０条に準じて現在高の調査を行い、同規則に定められた様式に準じて、遅滞な

く市に報告しなければならない。 

 

９ 業務を実施するに当たっての注意事項 

業務を実施するに当たっては、次の各項目に留意して円滑に実施すること。 

（１）公の施設であることを常に念頭において、公平な運営を行うこととし、特定の団体等に

有利あるいは不利になる運営をしないこと。 

（２）指定管理者が施設の管理運営に係る各種規程・要綱等を必要とする場合は、市長と協議

を行うこと。 

（３）各種規程等がない場合は、荒尾市の諸規程に準じて、あるいはその精神に基づき業務を

実施すること。 

（４）業務の全部又は主たる部分を一括して第三者に委任し、又は請け負わせてはならない。

ただし、あらかじめ、市長の承諾を得た場合は、この限りではない。また、業務の一部を

再委託する場合は、委託先及び契約金額を市長に届け出ること。 

（５）市の施策としての事業に、積極的に取り組むよう協力すること。 

（６）自動販売機又は公衆電話の設置については目的外使用となるため、市長に対し「行政財

産使用許可申請」を行い許可を得ること。なお、自動販売機又は公衆電話を設置したこと

により発生する収益は指定管理者の収入とする。 

（７）その他、仕様書に記載のない事項については、市長と協議を行うこと。 

 

10 業務報告 

（１）市長は、指定管理者に対しその管理の業務及び経理の状況に関して定期に又は必要に応

じて報告を求めることができる。 

（２）業務報告の内容に基づき、指定管理者の業務内容に改善が必要と認める場合は、市長は

実地に調査し、又は必要な指示を行うことができる。 

（３）市長の指示に従わない、又は指示によっても業務内容に改善が見られないと認めた場合

は、市長は指定を取り消すことができる。 

 

11 リスク分担 

指定期間内における主なリスクについては、別紙の主なリスクの負担区分を前提とし、こ

れ以外のリスクに関する対応については、別途協議で定めるものとする。 

 

12 協議 

指定管理者はこの仕様書に規定するもののほか指定管理者の業務の内容及び処理につい

て疑義が生じた場合は、市長と協議し決定する。 



13 参考資料 

（１）メディア交流館の収支状況 
（収入）                            （単位：円） 

収入項目 
平成２７年度 

決算 

平成２８年度 

決算 

平成２９年度

決算 
備考 

指定管理料 3,812,505 3,785,279 3,483,680  

施設使用料 2,413,870 2,377,892 2,419,611  

自主事業収入 42,000 327,000 469,850  

減免補塡料 9,396 12,852 7,668  

雑 収 入 70,846 58,527 72,826 
自動販売機の

電気料等 

合 計 6,348,617 6,561,550 6,453,635  

  

（支出）                           （単位：円） 

支出項目 
平成２７年度 

決算 

平成２８年度 

決算 

平成２９年度

決算 
備考 

人 件 費 2,332,625 2,496,514 2,705,092  

事 務 費 164,004 168,022 187,413 消耗品費等 

事 業 費 37,040 83,193 290,707 講師謝金等 

管 理 費 2,828,202 2,887,745 2,940,219 

夜間警備費 

電気保安管理

費等 

そ の 他  249,688 261,959 261,959  

修 繕 費  17,377 48,600 23,976  

合 計 5,628,936 5,946,033 6,409,366  

 

備考 

 ・平成２６年度：ＡＥＤ設置 

 ・平成２９年度：高圧気中開閉器（ＰＡＳ）の交換 

 ※パソコン室の情報機器等は市が直接予算化する（ただし、維持管理費は指定管理者の負担）。 

 ※平成１６年度からの取組で、午後７：３０移行利用がないときは早期閉館を行っている。 



（２）減免事業件数及び減免額調              （単位：件、円） 

区分 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

100%減免事業 
件 数 15 18 14 

減免額 9,396 12,852 7,668 

50%減免事業 
件 数 0 0 0 

減免額 0 0 0 

25%減免事業 
件 数 0 0 0 

減免額 0 0 0 

合 計 
件 数 15 18 14 

減免額 9,396 12,852 7,688 

 

 



 

メディア交流館自主事業実施状況 

 

 

【平成27年度】 

コース名 回数 受講者数 

パソコン教室 4回 8名 

将棋教室 90回 62名 

ペットボトルピザ教室 1回 18名 

グラスサンドアート 1回 12名 

合 計 96回 100名 

 

 

 

【平成28年度】 

コース名 回数 受講者数 

パソコン教室 56回 319名 

将棋教室 94回 100名 

オカリナ教室 8回 32名 

合 計 158回 451名 

 

 

【平成29年度】 

コース名 回数 受講者数 

パソコン教室 51回 410名 

将棋教室 92回 258名 

ロボットプログラミング 2回 18名 

合 計 145回 686名 

 



メディア交流館 維持管理業務一覧 

 

委託業務内容 回数など 備 考 

清掃業務 

（ワックス、総合清掃） 

ワックスのみ １回/年 

総合清掃   １回/年 
 

夜間警備業務 機械による夜間警備 
盗難、火災の異常感知、及び関

係機関への通報、連絡、報告 

自動ドア保守点検業務 保守点検   ４回/年 両引：２台 

電気保安業務 

高圧閉塞器一次側接続点以降の高

圧及び低圧電気工作物保安管理 

点検回数  １２回/年 

定期点検   １回/年 

精密点検    １回/年 

契約種別：業務用電力 

設備容量：１２５KVA 

受電電圧：６６００V 

 

消防設備点検業務 
外観・機能点検    １回/年 

外観・機能・総合点検 １回/年 
 

防火対象物定期点検業務 定期点検及び報告  １回/年  

エレベータ保守点検業務 

 

定期点検      １２回/年 

法定点検       １回/年 

 

積載：９００ｋｇ 

付加仕様 

 地震時管制運転装置 

 火災時管制運転装置 

 停電時自動着床装置 

 車椅子使用、音声合成装置 

ＡＥＤ保守管理業務 
日常点検（毎日）約３１０回/年 

定期点検（毎月）  １２回/年 

日常点検 

 外観、消耗品の交換時期、電

源を入れた際の基本動作の

確認、インジケータ等による

正常な状態の確認 

定期点検 

消耗品及びバッテリーの交換 

 消耗品及びバッテリーの使

用期限による交換、ＡＥＤを

使用したことによる消耗品

及びバッテリーの交換 

※ 各委託業務実施後、１週間以内に市に報告すること。ただし、夜間警備業務や、電気保安

業務及びエレベーター保守点検業務等の、毎月の定期点検は除くものとする。 



【清掃業務の内容】 

清 掃 部 分 仕        様 面積または設置数 区 分 

多目的ルーム 

床表面の清掃、洗浄後、樹脂ワックス 

（ウレタンコートされた木用樹脂ワック

ス）３層塗布 

１９２㎡ 総合清掃 
フロア 

ワックス 

その他のフロア 
床表面の清掃、洗浄後、 

樹脂ワックス３層塗布 
４５㎡ 総合清掃 

フロア 

ワックス 

窓及び窓枠 

（２F高所有り） 
スクイジー清掃 １１０㎡ 総合清掃  

エアコン アルミフィンまでの清掃 ７基 総合清掃  

換気扇 カバーをはずして内部まで清掃  １２基 総合清掃  

 

【消防設備の設置数】 

設 備 名 １階 ２階 階段 
エ レ ベ

ーター 
合 計 

消 火 器 ２ １   ３ 

誘 導 灯 ２ １ １  ４ 

自動火災報知 

（感知器） 

差動式（スポット型） ８ ３   １１ 

定温式（スポット型） ２    ２ 

煙式・スポット型・光電式 １ ６ １ １ ９ 

発信機 １ １   ２ 

 



個人情報取扱特記事項 

（個人情報を取り扱う際の基本的事項） 

第１ 指定管理者は、個人情報の保護の重要性を認識し、この仕様書及び指定管理者が行う管理

業務に関して荒尾市と締結する協定書（以下「協定書」という。）による事務を処理するため

の個人情報の取扱いに当たっては、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報の保

護に関する法律（平成１５年法律第５７号）及び荒尾市個人情報保護条例（平成１５年条例第

２４号）に準拠し、個人情報を適正に取り扱わなければならない。 

（秘密の保持） 

第２ 指定管理者は、この仕様書及び協定書による事務に関して知り得た個人情報をみだりに他

人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならない。指定期間が終了し、又は指定を取り消さ

れた後においても同様とする。 

（使用者への周知） 

第３ 指定管理者は、その使用する者に対し、在職中及び退職後においてもこの仕様書及び協定

書による事務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用して

はならないことなど、個人情報保護の徹底について周知しなければならない。 

（適正な管理） 

第４ 指定管理者は、この仕様書及び協定書による事務に係る個人情報の漏えい、滅失、改ざん

及び毀損の防止を図るため、管理責任者を特定し、個人情報の適切な管理に努めなければなら

ない。 

（収集の制限） 

第５ 指定管理者は、この仕様書及び協定書による事務を処理するために個人情報を収集すると

きは、当該事務を処理するために必要な範囲内で、適正かつ公正な手段により収集しなければ

ならない。 

（第三者への提供の禁止） 

第６ 指定管理者は、荒尾市の指示又は承諾があるときを除き、この仕様書及び協定書による事

務に関して知り得た個人情報を当該事務を処理するため以外に使用し、又は第三者に引き渡し

てはならない。 

（複写、複製の禁止） 

第７ 指定管理者は、あらかじめ荒尾市の指示又は承諾があった場合を除き、この仕様書及び協

定書による事務を処理するに当たって、荒尾市から提供された個人情報が記録された資料等を

複写し、又は複製してはならない。 

（再委託の禁止） 

第８ 指定管理者は、この仕様書及び協定書による事務を処理するための個人情報を自ら取り扱

うものとし、荒尾市の承諾があるときを除き、第三者に取り扱わせてはならない。 

（資料等の返還） 

第９ 指定管理者は、この仕様書及び協定書による事務を処理するために荒尾市から貸与され、

又は指定管理者が収集し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等を、この指定期間の

終了後直ちに荒尾市に返還し、又は引き渡すものとする。ただし、荒尾市が別に指示したとき

は、当該方法によるものとする。 

（事故発生時における報告） 

第10 指定管理者は、この個人情報取扱特記事項に違反する事態が生じ、又は生ずるおそれがあ

ることを知ったときは、速やかに荒尾市に報告し、荒尾市の指示に従うものとする。この指定

期間が終了し、又は指定を取り消された後においても同様とする。 

（指定の取消し及び損害賠償） 

第11 荒尾市は、指定管理者がこの個人情報取扱特記事項に違反していると認めたときは、指定

の取消し及び損害賠償の請求をすることができるものとする。



別紙 

主なリスクの負担区分 

種類 内    容 
負 担 者 

荒尾市 指定管理者 

物価変動 人件費、物品費等物価変動に伴う経費増加  ○ 

金利変動 金利の変動に伴う経費増加  ○ 

住民及び使用者への

対応 

地域との協調  ○ 

施設の管理業務に対する住民及び施設利用者からの反対、訴

訟及び要望への対応 

 
○ 

上記以外 ○  

法令の変更 
施設の管理業務に影響を及ぼす法令変更 ○  

指定管理者に影響を及ぼす法令変更  ○ 

税制度の変更 
管理業務に影響を及ぼす税制変更 ○  

一般的な税制変更  ○ 

政治的又は行政的理

由による事業変更 

政治的又は行政的理由から管理業務の継続に支障が生じた

場合又は管理業務の内容の変更を余儀なくされた場合の経

費及びその後の維持管理経費における当該事情による増加

経費負担 

○ 

 

不可抗力 

不可抗力（暴風、豪雨、洪水、地震、落盤、火災、争乱、暴

動、その他の荒尾市又は指定管理者のいずれの責めにも帰す

ことができない自然的又は人為的な現象をいう。）に伴う施

設又は設備の修復による経費の増加 

○ 

 

書類の誤り 
仕様書等荒尾市が責任を持つ書類の誤りによるもの ○  

事業計画書等指定管理者が提出した内容の誤りによるもの  ○ 

資金調達 
経費の支払遅延（荒尾市→指定管理者）によって生じたもの ○  

経費の支払遅延（指定管理者→業者）によって生じたもの  ○ 

管理物件の損傷 

指定管理者としての注意義務を怠ったことによるもの  ○ 

経年劣化によるもの（小規模なもの）  ○ 

〃     （上記以外） ○  

第三者の行為から生じたもので相手方が特定できないもの

（小規模なもの） 

 
○ 

第三者の行為から生じたもので相手方が特定できないもの

（上記以外） 
○ 

 

資料等の損傷 

指定管理者としての注意義務を怠ったことによるもの  ○ 

第三者の行為から生じたもので当該第三者が特定できない

もの（小規模なもの） 

 
○ 

第三者の行為から生じたもので当該第三者が特定できない

もの（上記以外） 
○ 

 

第三者への賠償 

指定管理者としての注意義務を怠ったことにより損害を与

えた場合 

 
○ 

上記以外の理由により損害を与えた場合 ○  

セキュリティ 警備不備による情報漏えい又は犯罪発生  ○ 

事業終了時の費用 
指定期間が終了した場合又は指定管理期間の中途において

管理業務を廃止した場合における乙の撤収費用 

 
○ 

※１ 自然災害（地震、台風等）への対応・・・建物、設備が復旧困難な被害を受けた場合、業務の全

部の停止を命じることがある。復旧可能な場合、その復旧に要する経費は荒尾市と指定管理者が協

議を行うこととする。 

※２ 施設、機器等の損傷リスクへの対応・・・管理上の瑕疵による損傷は指定管理者が負う。大規模

な修繕が必要な場合は荒尾市と指定管理者が協議を行うこととする。 

※３ 施設、機器の不備についてのリスクは、荒尾市と指定管理者が協議を行うこととする。 

 


